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重要な要素として考慮されるというべきである。

被害に対する責任

被告が最高裁に上告したため最終決着とはな
らなかったものの、高裁判決は重い。
過去に労災認定があった事業場、職種をみて

も、石綿製品製造業にとどまらず、石綿製品を使
用した実に多くの職場で石綿被害が発生している
ことが明らかになった今日、今回の札幌高裁判決
のもつ意味は大きい。
労働現場での石綿製品の製造、使用に伴う曝
露防止責任を、1960年の段階から法的に問える
可能性が示された、つまり、その頃から企業がきち
んとしたことをしていれば、国が規制権限を適切に
行使していれば、今日までに発生し、これからも発
生が続くであろう多くの石綿被害が防げたことが、
法的に認められたということである。

一宮氏は仕事で石綿製品を切断したりする作
業を行っていたと同時に、吹き付け石綿からの曝
露も相当あったとみられたが、高裁判決は、吹き付
け石綿からの曝露については「問題にするまでも
ない」などの点から責任論には踏み込まなかった。
現在、文具店店長が倉庫の吹き付け石綿（青石
綿）を原因として中皮腫を発症、死亡したことについ
て、建物の所有者（近鉄）などを相手取った損害賠
償裁判が大阪地裁で進んでいる。また、過去の労
災認定事例の中でも相当数の建物の吹き付け石
綿を原因とする事例があがっているし、教員の中皮
腫例が少なくないというこがわかってきている。
今後は、建物、特に吹き付け石綿を放置した企
業や国の責任が明らかにされていかなければなら
ないだろう。当センターもこうした問題に積極的に
取り組んでいくことにしている。

関西労働者安全センター

各地の便り

不支給決定から13年を経て逆転認定
兵庫●新資料に基づき石綿肺がんに業務上の判断

労災申請において一度不支給が決定した事案
は、再申請を行っても受理してもらえず、不支給事
案として取り扱われる。しかし今回、1995年に不支
給となった事案について、新たな資料を労働基準
監督署に提出することで、不支給決定から13年を
経て認定されるという、画期的な決定が行われた。
築炉工として約22年間働いてきた姫路市のAさ

ん（男性・当時50歳）は、1991年に肺がんで亡くな
られた。じん肺手帳（管理区分2）を持ちながら働
いてきたAさんの遺族は、肺がんの原因はじん肺
であると考え、1994年4月に姫路労基署に労災申
請を行った。
当時の認定基準は、①石綿合併肺がんの場合

は第1型以上であること、②石綿肺の所見がない
肺がんの場合は、従事歴が概ね10年以上であっ
て、胸膜プラークまたは肺組織内の石綿繊維・石

綿小体の医学的所見、の要件を満たす場合となっ
ていた。姫路労基署が行った調査の結果は、「じ
ん肺の程度は管理区分4相当でなく、また、石綿に
よるものとも認められず…業務上の疾病とは認め
られない」ということであり、1995年6月に不支給の
決定が行われた。
2005年にクボタ・ショックによりアスベストが社会
問題化する中で、納得できない遺族は、姫路労基
署に再調査の申し立てを行ったが、一度不支給に
なった事案であるため取り合ってもらえなかった。
そこで遺族は、2007年12月に、石綿健康被害
救済法に基づき環境保全機構に特別遺族給付
金の請求を行い、調査の推移を見守っていた。そ
うした中、2008年3月末に石綿労災認定事業所名
が公表され、Aさんの勤めていた事業所において
中皮腫で1名が認定となっていることが判明し、ホッ
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トラインを開設していたひょうご労働安全衛生セン
ターに相談が入ったのだった。
早速、姫路労基署の調査復命書を入手するた

め個人情報の公開請求を行った。なにぶん13年
前の資料であり、資料が残っているか不安だった
が、6月に開示されることとなり、労基署の調査内容
が克明に判明した。また、5月には環境保全機構
から救済法の決定の通知が届き、決定に至る経過
と収集した資料の提供を求めた。
Aさんは入院されていた姫路市内の病院で手術

をされたのだが、その際の切除組織が病院に残さ
れていた。環境再生保全機構は、病院に残され
ていた組織から石綿小体の測定を行い、乾燥肺
1g当たり29,000本という結果を得ていた。現在、
世界的には1g当たり1,000本以上なら労働曝露と
いわれており、この数字からもAさんがいかに高濃
度で石綿に曝露したかがうかがえる。
センターでは、石綿小体測定調査書を基に「調
査不備である」と兵庫労働局へ申し入れを行った
が、労働局は「判断できない」との回答であったた
め、厚生労働省に問い合わせるよう申し入れるとと
もに、全国安全センターの厚労省交渉の要求課題
に盛り込むことにした。7月29日の厚労省交渉では、
「個別事案なので回答できない」としながらも、「決
定後に、当時提出されなかった新たな情報が出て
きて、その証拠が当時の認定基準等に照らして業
務上と認められるような場合であれば、再調査して
原処分を見直す」との回答を引き出すことができ
た（10月号参照）。そして、なんとその日の夕方、姫
路労基署から遺族に、支給が決定したとの電話
が入ったのだった。実際に認定通知書が遺族に
届いたのは9月中旬、Aさんが亡くなられてから17
年、不支給決定から13年が経過していた。
なぜこうした事態が起きてしまったのか。労基
署の復命書を見ると、調査官は当時の労災認定
基準に基づき丁寧に調査を行っていることがうか
がえる。ところが、Aさんが入院をしていた病院が、
「じん肺と肺がんとの因果関係はない」「摘出肺に
石綿肺の病理学的所見は指摘できない」と意見
を述べていることが判明した。病院側が、もう少し
丁寧な検査・対応をとっていれば、13年の空白は
生まれなかったのである。
Aさんのご遺族は、「（主人は）生前から『自分

が死ぬときは肺で死ぬ』『これだけ粉じんを吸えば
長くはないだろう』と言っていました。いったん不
支給と言われとても残念でしたが、今回決定の通
知をいただき、やっと主人がうかばれます」と話さ
れている。こうした事例が、まだまだ埋もれている
可能性がある。引き続き、すべての被災者が救済
されるよう取り組みを強めていく必要がある。

ひょうご労働安全衛生センター


